
【資料４参考資料】 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（関係部分一部抜粋） 

 

（地域公共交通計画） 

第五条第 ７項 地方公共団体は、地域公共交通計画を作成しようとするときは、あらかじめ、

住民、地域公共交通の利用者その他利害関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じな

ければならない。 

 

第五条第１０項 地方公共団体は、地域公共交通計画を作成しようとするときは、これに定めよ

うとする第二項第四号に掲げる事項について、次条第一項の協議会が組織されている場合には

協議会における協議を、同項の協議会が組織されていない場合には関係する公共交通事業者等、

道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通計画に定めようとする事業を実施すると見込まれ

る者及び関係する公安委員会と協議をしなければならない。 

 

第五条第１１項 地方公共団体は、地域公共交通計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表

するとともに、主務大臣、都道府県（当該地域公共交通計画を作成した都道府県を除く。）並び

に関係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通計画に定める事業を

実施すると見込まれる者及び関係する公安委員会に、地域公共交通計画を送付しなければなら

ない。 

 

（協議会） 

第六条 地域公共交通計画を作成しようとする地方公共団体は、地域公共交通計画の作成及び

実施に関し必要な協議を行うための協議会（以下この章において「協議会」という。）を組織す

ることができる。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 

一 地域公共交通計画を作成しようとする地方公共団体 

二 関係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通計画に定めようと

する事業を実施すると見込まれる者 

三 関係する公安委員会及び地域公共交通の利用者、学識経験者その他の当該地方公共団体が

必要と認める者 

３ 第一項の規定により協議会を組織する地方公共団体は、同項に規定する協議を行う旨を前

項第二号に掲げる者に通知しなければならない。 

４ 前項の規定による通知を受けた者は、正当な理由がある場合を除き、当該通知に係る協議に

応じなければならない。 

５ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員はその協議の結果を尊重し

なければならない。 

６ 主務大臣及び都道府県（第一項の規定により協議会を組織する都道府県を除く。）は、地域

公共交通計画の作成が円滑に行われるように、協議会の構成員の求めに応じて、必要な助言をす

ることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 



【資料４参考資料】 

（地域公共交通計画の作成等の提案） 

第七条 次に掲げる者は、地方公共団体に対して、地域公共交通計画の作成又は変更をすること

を提案することができる。 

この場合においては、基本方針に即して、当該提案に係る地域公共交通計画の素案を作成して、

これを提示しなければならない。 

一 公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通計画に定めようとする事業

を実施しようとする者 

二 地域公共交通の利用者その他の地域公共交通の利用に関し利害関係を有する者 

２ 前項の規定による提案を受けた地方公共団体は、当該提案に基づき地域公共交通計画の作

成又は変更をするか否かについて、 

遅滞なく、公表しなければならない。この場合において、地域公共交通計画の作成又は変更をし

ないこととするときは、その理由を明らかにしなければならない。 


